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企業の競争戦略における線形反応モデルの有効性

一X社 の海外進出構想を中心に

金 宇 烈

は じめ に

前稿1で 、今 日の競争戦略理論 として圧倒的な支持を得ているポーターのポジショ

ニング(positioning)およびバーニーのResource-BasedView(以 下RBVと す る)の 理

論的特徴 と、現実の企業経営への適用における諸問題を考察 した。そして、企業経

営の適用に当たっては、両理論の分断されている分析視点を持っては、持続的競争優

位を説明するのに充分条件にならないことを明らかにし、ポジショニングとRBVの 統合

的分析視点に基づき、外部環境 と内部環境の絶え間ないコンフリクト、適合、そして

新しい戦略次元の再構築 といった線形反応モデルが必要であることを提示 した。

本稿では、企業経営の事例を取 り上げ、企業の戦略構想の段階で、ポジショニン

グとRBVが いかに応用 されているのか、を計画のプ ロセスに焦点を合わせて考察す

る。そ して、企業が新 しい経営環境に直面 し、そこで競争優位 を獲得するためには、

既存の戦略 との整合性だけではなく、新 しい戦略次元の再創出が必要であること検

証すると共に、その場合に必要な戦略的思考 として、前稿で取 り上げた線形反応モ

デルが有効であること論 じるものである。

特に、新 しい経営環境および競争次元に直面 した企業にとって、果た して既存の

競争戦略理論はそのまま有効であるのか、を再度検証するために、国内市場ではな

く、海外市場 といった今までとは全 く違 う競争条件 を1つ の分析対象 として取 り上

げる。事例 としては、 日本で化粧品製造販売を行なっている中小企業の海外進出構

想を取 り上げている。それは、既存の国内競争次元 とは全 く異なる経営環境に直面

'衣 笠 洋 輔 ・ 金 宇 烈 「競 争 戦 略 の 理 論 と実 際 一 ポジ ショニングとRBV(Resource-BasedView)

の 統 合 的 分 析 視 点 を探 って一 」 『国 際 経 営 論 集 』(神 奈 川 大 学)、No.26,2003年11月 。
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す ること、国内でのノウハ ウや競争優位が海外でもそのまま優位性を維持できるか

が分か らないこと、そ して、国内で築いたポジションをそのまま海外市場に拡大 し

たとしても、それがそのまま競争優位 になるか分か らないことなど、動態的環境要

因の変化に対 して、果たして既存の静態的な競争戦略理論が有効であるかを検証す

ることができるか らである。

本稿で取 り上げているX社 は結果論からすれば、まだ結果 を出 していない現在進

行段階の企業であり、一般的な事例研究か らすれば、何の意味もないものとして と

らえかねない。つま り、ある事象に対す る検証ができないので、事例研究として価

値を持たないと考えられる恐れがある。 しかし、本稿は、中小企業の国際化のプロ

セスを追いなが ら、今後の成長過程 も明らかにすると共に、海外での競争戦略展開

を結果論だけではなく、プロセスか ら分析することによ り、競争戦略理論における

統合化を一層精緻化 しようとするものである。それは、前稿の趣旨であったポジショ

ニングとRBVの 統合化 といった観点か らすれば、現在の競争次元(国 内での競争優

位)で の競争優位が新 しい環境(海 外での競争)で も競争優位になるのかといった

問題 と深 く関連 しているため、企業の持続的競争優位 と関連す る研究 として、格好

の研究課題にもなっている。

したがって、本稿はプロセスにある企業実態を追 う第一歩 となるわけであ り、安

易に結果論的な立場で、既存の理論を正当化するものではないところに特徴がある。

また、今後も、X社 の競争戦略を追い続けることにより、企業の競争戦略の変遷 と

そこで有効な理論を検証、抽出していきたい と思 う。

1統 合的分析の フレームワークと線形反応モデル

1ポ ジ シ ョニ ング とRBVの 理論 的対立の構 図

ここでは、前稿の論旨を概略 し、既存の戦略理論を実際の企業現実に適応す る際

に起 こりうる諸問題 と、統合的分析視点の必要性を再度提示する。まず、企業の持

続的競争優位に関して、ポジシ ョニングとRBVの 論理構造の相違点に焦点を当て、

理論的論争 を巻き起 こす根本的要因を抽出すると共に、理論的対立の構図2を 明ら

かにする(図 表1参 照)。

2両 理論 の基本 的対立構 図 に関す る解説 して は
、岡 田正 大rRBVの 可能性 ポー ターvs.バ ー

ニー論争 の構 図」『ダイ ヤモ ン ド ・ハ0バ ー ド ・ビジネ ス ・レビュー』2001年5月 、 を参 照 さ

れ た い。
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第1に 、競争 力 を決 定す る要 因 を、RBVは あ くまで も企 業 内部 の経 営 資源(以 下 、

リソー ス とす る)に 求 め てい るが、 ポ ジシ ョニ ン グは、ポ ジシ ョン構築の基礎 とな

る産業構造(外 部 環境 要 因)に 求 めて い る。 つ ま り、RBVは 、企業 の保 有す る リソー

ス の質 こそ 、企業の競争力 を左右す る根本 的な要因であると主張 してい るのに対 し

て、ポジシ ョニングは業界 内にお ける 自社 の現状に照 らして、魅力のあ る競争的位

置(ポ ジ シ ョン)を 見つ け る こ とが 、競 争 力 を決 定す る第1の 要 因で あ る と主 張す

る 。

図表1持 続的競争優位 に関する理論的対立の構図3

RBV

対立

ぐ一 レ

ポジシ ョニ ング

競争力を決定する要因として、企業内部

環境(リ ソ0ス)を 重視

競争力を決定す る要因 として、業界と

いう外部環境を重視

競争優位の源泉は一部のリソース、また

はその組み合わせ

競争優位の源泉は自社独特の競争ポジ

ショニング

競争優i位の実現は価値のある希少な リソー

スの獲得とそれを有効に活用できる組織

競争優位の実現は業務活動全体のフィッ

ト

競争優位の持続は希少かつ模倣にコス ト

のかかるケイパビリティ

競 争優位 の持続 は、競争相 手 とは明確

に異 な る トレー ド ・オ フ(tradeoff)

競争や市場の変化に対 して、迅速で柔軟

な対応ができる組織形態

競争や市場の変化に対して、自社の競

争ポジショニングを絶えず改善 ・向上

戦 略実行 の手段 は業務活 動 のベ ンチマー

クとベ ス ト ・プ ラクテ ィス達 成

戦略実行の手段は競争ポジションに合

わせた独特の業務活動

'」M
.E.Porter,"StructurewithinIndustriesandCompanies'Performance,"RevzewofEconomics

andStatzstics,Vo1.61,May,1979,pp.214--227;一,Co1ηpθ 亡1亡ル θ5「加 亡θ8y/Techniquesfor

Ana/yzingIndUStriesandCompetitors,TheFreePress,1980;‐,CompetitiveAdvantage:Creating

andSustalningSuperiorP台r1わ ㎜aηoθ,TheFreePress,1985;一,TheCo、mpθ 亡1亡ル θAcゴvangageof

Nations,TheFreePress,1990;‐,"TowardsDynamicTheoryofStrategy,"Strategic

ManagementJournal,Vo1.12,Winter,1991,pp.95-117;‐,"WhatisStrategy?"Harvard

BusinessReview,November-December,1996;一,「 戦 略 の 本 質 は 変 わ ら な い 」 『ダ イ ヤ モ ン ド ・ ハ ー

バ ー ド ・ ビ ジ ネ ス ・ レ ビ ュ0』2001年5月;JB .Barney,"FirmResourcesandSustained

CQmpetitiveAdvantage,"Journa/ofル 危ηa8θ 加 θηオ,Vo!.17,1991,pp.99-120.一,0∂1刀 加g

aηd5ロ5亡 ∂左珈g(=ompetltiveAdvantages,MA:Addison-Wesley,1997;一,

"l
stheResource-basedViewaUsefulPerspectiveforStrategicManagement

Research?Yes,"AcademyofManagementRθ 訂 θ1鷲VoL26,2001,pp。41-56;一,「 リソ ー ス ・

べ 一 ス ト ・ ビ ュ ー 」 『ダ イ ヤ モ ン ド ・ ハ ー バ ー ド ・ ビ ジ ネ ス ・ レ ビ ュ ー 』2001年5月;Amit、and

P.J.H.Schoemaker,"StrategicAssetsandOrganizationalRent,"StrategicManagement

/b召rη 謡Vol.14,1993,pp.33-46;岡 田 正 大 、 前 傾 論 文 な ど に 基 づ き 、 筆 者 作 成 。
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第2に 、競 争 優位 の源 泉 に対 して 、 ポジシ ョニ ングでは、業界 内部で 自社 に とっ

て魅力 のあ る競争的位置 を確 立す ることに よって、競争優位 はある程度決 まって く

ると主張 しているのに対 して、RBVで は、競争優 位 は 自社 が業界 に提供 できるリソー

ス とそ の組 み合わせ であるケイパ ビ リテ ィ(capability)に よ り決 ま る とい う。

第3に 、 ポ ジ シ ョニ ン グで は個 々の 業務活動 と戦略 との整合性 はもちろん、業務

活動間の整合1生を保 つ こ とこそ が 、競争 優 位 を実現す る決 め手になるとい うのに対

して、RBVで は価 値 の あ る希 少 な リソー ス を獲i得 し、 さ らにそ れ らを有 効 に活用 で

きる組織 の存在 によ り、競争優位 は実現 され る と主張す る。

第4に 、競 争優 位 の持 続 に関 して 、 ポジシ ョニングお よびRBVは 共 に模倣 可能 性

に重 点 を置 い てい る。RBVは 、 リソー ス が競争 相 手 に よ り簡 単 に模倣 され なけれ ば、

その優位性 は持続す る とい う見解 であ り、ポジシ ョニングは、企業のポジシ ョン自

体が競争相手に よ り簡単に模倣 され る とか、侵食 され るこ とのない よ うにす るため

には、競争相手 とは明確に異な る トレー ド・オ フの関係 が必要だ とい う立場である。

特 に、ポジシ ョニ ングは、 トレー ド・オフの関係 が大 き く働 くた めには、 自社 の業

務活動 を他社 が真似す るに当た って、他社が今 まで行 なってきた業務活動 を諦 める

か、大幅 に変更 しなければな らない状態が望ま しく、変化 に対す るコス トと抵抗 が

模倣 を難 しくす るとい う立場で ある。

第5は 、 外 部環 境 要 因の 変化 に対 して、RBVは 、持 続 的競 争 優 位 の源 泉 とな る リ

ソースを有効に活用す るための柔軟な組織形態が必要だ と主張す る。 これ に対 して、

ポジシ ョニ ングは競争や市場の変化 に対 して、 自社独特 の競争 ポジシ ョニ ングを絶

えず改善 ・向上す るこ とだ と主張す る。 しか し、両方 とも、その動態的適合 プロセ

スについて充分 な説明がな されていない。

第6に 、 戦 略実 行 の手段 と して 、RBVは 、ベ ンチ マ ー ク とベ ス ト ・プ ラクテ ィス

な ど、オペ レーシ ョン活動 の持続的改善 を重視 し、 こ うした 日々の活動 を通 じて、

企業 はその戦略 を実現 できる とい う。 これ に対 して、ポジシ ョニングは、業務効率

化 は当然の前提 としなが らも、ポジシ ョンに合わせ た独特 の業務活動 と業務活動 間

のフィ ッ トこそが戦略を実行 す る基盤 にな ると主張す る。 しか し、ポジシ ョニ ング

に必要な リソー スの獲得プ ロセス と、 どの よ うな方 向ヘベス ト ・プラクティスを実

行 しな けれ ばな らないのか、両方 とも不 明確 で ある。

以上、ポ ジシ ョニング とRBVの 対 立構 図 を見 て きた が 、 ポ ジ シ ョニ ング とRBVの

理 論 的 対 立 を生 み 出す 根 本 的 要 因は、一方 が極 端に内部環境 を重視 しているのに対

して、他方 は極端 に外部環境 を重視 している点にある。 また、以上の考察に基づ き、
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前稿では、2つ の競争戦略理論が企業経営の実践においてもそのまま有効なのかと

い う問題を考察 してい くために、次の4っ のポイン トを取 り上げている。1つ 目は、

競争力を決定する条件が内部環境なのか、外部環境なのか、それ とも両方 とも単独

では十分条件にはならないのか。2つ 目は、競争優位の源泉がポジショニングか ら

生まれるのか、企業内部のリソースか ら生まれるのか、それ ともどちらの理論も競

争優位の源泉を説明す るのに十分条件にはならないのか。3つ 目は、業務活動がポ

ジションと整合性を持 ち、かつ業務活動全体がフィッ トすれば、競争優位は自ら実

現 されるのか、それ ともリソースの有効活用がなければ、競争優位は決 して実現 さ

れないものか。4つ 目は、競争優位を持続する方法 として、 自社独特の業務活動 さ

え維持すれば、 トレー ド・オフが働 くため、競争優位は持続するのか、それとも日々

のオペ レーション効率を追求する結果、 リソースの模倣が一層困難(希 少かつ模倣

にコス トのかかるリソース)に な り、競争優位が持続するのか。

次は、以上の4つ のポイン トに基づいて、企業経営の実践に照 らしてみた場合、

両理論が単独では持続的競争優位を実現する十分条件にはならなく、統合的で折衝

的な分析視点が必要であることを再度論 じていく。

2統 合 的分析 視点の必要性

企業の競争力を決定づける能力は、企業の内部か ら生まれ るのか(RBV)、 それ

とも外部から生まれるのか(ポ ジショニング)に ついて、ポジショニングは、企業

の主体的能力 とマネジメン トの重要性 を見逃 しているとい う批判があるように、非

常に機械的な論理を展開していることは否めない。特に、クール とシェンデルが、

同 じ戦略グループに属する企業間にも明確な業績格差が存在 していることを明らか

にしたよ うに4、 同一の外部環境条件でも企業競争力に多大な相違が生 じる要因は、

外部環境要因に対する企業の主体的対応が異なるからに他ならない。 したがって、

企業の競争力は企業内部の条件に大いに影響 されてお り、その意味で、競争力決定

要因を内部条件に求めているRBVの 論理が一応妥当だ と言える。

とはいえ、企業が現在の競争次元で、競争力を発揮できる内部条件が、他の全て

の競争次元において必ず しも有効 とも言 えない。つま り、全ての条件において、企

aK
.O.Cool,andD.Schendel,"PerformanceDifferenceamongStrategicGroup

Members,"StrategicManagementJourxza.1,Vol.9,1988,pp.207-224;K.O.Cool,andI.

Dierickx,``Rivalry,StrategicGroupsandFirmProfitability,"StrategicルlanagetnentJourna!,

Vo1.14,1993,pp,47--59.
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業の内部条件 が競争力 を決定す る とは言い難 のである。例 えば、本稿で取 り上げて

いる事例の よ うに、 日本 国内で有効だった内部条件 が、海外 で も有効 とは言 えない

ものが多 く、一国では有効な リソースが他国、 または新 しい経営環境で も必ず しも

競争優位 を発揮 で きるとは言 えないのである。 したがって、外部環境 要因に制約 さ

れ た条件 下でのみ内部条件が競争力 を決定す る と言 えるのではなか ろ うか。

第2に 、 ポ ジシ ョニ ン グは 、安 定 的 で成熟 した産業や ビッグ ビジネスのみ を対象

に してい る とい う批判 があ るよ うに5、 参 入 障壁 が低 く、 ポ ジ シ ョン間の移動 が容

易な業界 においては、競争優位 を説 明す るのに非常 に脆弱 である。 つま り、参入 ・

移 動障壁が低 い産業の場合 、ポジシ ョン間に トレー ド・オフの関係 が非常に弱いた

め、ポジシ ョン自体が もろ くて、簡 単に侵食 されて しま う可能性 が高いのである。

例 えば、対面サ`.ビ ス を主 とす るサー ビス 産業 の場合 、差別化 の要素が個 々の人材

の能力 に大 きく左右 され るため、差別化が難 しく、機械的なポジシ ョニ ング理論 を

持 って は、競争優位 を説 明す るのが非常 に難 しい。 この よ うな理 由 もあ り、サー ビ

ス産業の場合、個 々の企業 は、業界分析 といった外部環境要因を持 って、競争相手

と異な るポジシ ョンを構築 して も、そのポジシ ョンにお いて競争相手 を排除す る ト

レー ド ・オフが長 く続 くとは言 えない。

一方のRBVは
、 サー ビス産 業 の よ うに 、企 業 間の競争 が同質化 に走 りやすい産業

では非常に有益な分析手法である。 例 えば、サー ビス産業において、いいポジシ ョ

ンを見つ けた として も、それ を構築 ・持続す るためには、サー ビスの質 が伴わなけ

ればな らない。 そのためには、有能なスタ ッフを育 ち、訓練 させ、 しか も社 内に長

期 勤続 させ ることが必要である。 しか し、熟練 スタ ッフの育成、厳格 なサー ビス質

の管理や 日々の地昧 なク レー ム対応 な どは、ポジシ ョニ ングか らすれ ば、オペ レー

シ ョン効率の追求 にす ぎない。 しか も、オペ レーシ ョン効率 は誰で も簡単に遂行で

きるもの と仮 定 してい る。 しか し、サー ビス産業 は、上記の よ うな産業的特徴 もあ

り、皮 肉にもオペ レー一シ ョン努力 の積み重ねに より、質 の高いサー ビス企業 として

自社 のポジシ ョンを維持 ・強化す る ことができるのである。 とはいえ、 自己完結的

な面か らすれ ば、RBVは 企 業努 力 の方 向性 を外 部 環 境 に委ね ている未完成 の理論 で

あ り、明確 な方向性 のないオペ レーシ ョン追求で は、持続的競争優位 にはな らない。

したがって、オペ レーシ ョンの追求を方向づける意味では、方向性 としてのポジシ ョ

H.Mintzberg,"TheDesignSchool:ReconsideringtheBasicPremisesofStrategic

Management,"5冒trateglcManagement/ournal,Vol.11,1990,pp.171-195.
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ニ ング とオペ レー シ ョンのRBVの 融合 が求 め られ る と考 え られ るのであ る。

第3に 、 ポ ジ シ ョニ ング は、 クー ル とシェンデルの研究 が示 してい るよ うに、同

じ戦略 グループに属す る企業間に も業績格差が生 じる要因の説明ができない。 また、

外部 の模倣 に対 して、既存 の業務活動 問の フィッ トだ けではポジシ ョンを改善 ・向

上す る ことができない ことを見逃 している。 したが って、競争優位 を実現す る方法

として、ポ ジシ ョンに合 わせた業務活動問のフ ィッ トだけでは十分 ではない と言 え

る。 このこ とは、本稿 で取 り上げている企業の海外進 出において、同 じポ ジシ ョン

を持 って参入 して も、そ こに必要な リソースが大 き く異 なる ことを見れ ば一 目瞭然

であ り、業務活動の整合性や フィ ッ トのみでは、変化す る経営環境 の中で、持続的

競争優位 を説 明できない と考 えるのが妥 当であ る。む しろ、競合相手 とは異 なる リ

ソース、または機 能を中心 に、全体の業務活動 をシステム的に配置す ることこそが、

企業間の収益格差 を生 じさせ、それ が結果的に競争優位 につ なが る と言 えるのでは

なかろ うか

第4に 、持 続 的競 争優 位 に関 して 、 ポジシ ョニングでは、ポ ジシ ョン問 に トレー

ド・オフが なければ、そのポジシ ョンは永続す るもの にはな らない とい う。 また、

ポ ジシ ョニ ングは戦略 と業務活動 の最適な フィッ トが競争優位 をもた らす と主張 し

てい る。 しか し、一度浸食 されは じめてい るポジシ ョンに対 して、今 までの内部条

件下でポジシ ョンを改善 ・向上す ることが、果 た して どれ ほ ど差別性 を もた らし、

トレー ド ・オ フを強化す ることができ るのかは疑 問で ある。

以上 のよ うに、ポ ジシ ョニングは、最初の参入戦略 として、そ して今後の方向性

を示す もの として、非常に明快な理論 ではあるものの、経営環境の変化(需 要 、競

争構 造)に 対 して、 い か に ポ ジ シ ョンを改善 ・向上す るか、そ してポジシ ョンの改

善 ・向上 に必要 リソースの重要性 を説 明す るのには多 くの問題点 を露 呈 してい る。

この ことに対 して、RBVは 一 度 確 定 され た ポ ジ シ ョン、 ま たは将来描 いてい る企業

の位置 を達成す るた めに、必要なオペ レー シ ョン的 な課題 を明 らかにす るの には非

常 に有益で あるもの の、明確 な準拠 を外部環境 に委ね ている とい う理論的限界があ

る。 しか も、ポ ジシ ョニングもRBVも 静 態 的な 分析 手法 を踏 襲 し、環 境要因の変化

に適応 してい くプ ロセ スに関す る認識 を欠 如 してい る。例 えば、RBVの 論理 で は現

在 の リソー スが いつ ま で有益で、価値 のあるのものにな り続 けるのかが分 か らない。

結局、時間的経過 に伴 う外部環境の変化 に対 して、企業の動態的な適合 プロセスを

提示 しなければ、持続的競争優位 は説 明で きないのであるs。
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3線 形反応 モデル

今までの考察か ら、ポジショニングとRBVの 分断 された分析視点では、今 日の複

雑な企業間競争の実態を解明することができなく、内外環境要因の統合的分析視点、

特に方向性 としてのポジショニングとオペ レーションとしてのRBVの 融合 こそ、企

業間競争関係の実態をより現実的にとらえられる有力な視点を提供 して くれると言

える。また、時間軸 と企業成長のプロセスを考慮 した線形反応モデルを提示するこ

とにより、企業の環境変化に対す る持続的競争優位の説明が一層容易 となる。以下

では、統合的分析のための具体的フレームワークを提示する。

第1に 、内外環境要因の統合的分析視点である。前述 したように、ポジシ ョニン

グとRBVの 分断的な分析視点は、外部環境要因により企業の競争力が決定されて し

ま うとい う宿命主義(ポ ジショニング)か 、経営資源 さえあればいかなる環境条件

下でも、企業は競争力を獲得できるとい う万能主義(RBV)に 陥 りかねない。 しか

し、企業は内外環境要因との複雑な相互作用を繰 り返すことにより、 自社の経営資

源で最適な戦略次元を構築できる環境要因を選択す ることができる(図 表2参 照)。

実際にほとんどの企業は、内外環境条件の相互作用を通 じて、自社にとって最適な

外部環境 を選択 し、そこで自社の経営資源を最適に活用 している。このように、両

理論が相反するものではなく、互いに補完するとい う統合的分析視点を活用 しなけ

れば、極端に一方のみを重視す ることによる宿命主義か、それ とも万能主義かの問

題から避けることができないと言える。

第2は 、方向性(ポ ジショニング)と 実行力(RBV)の 融合である。RBVの 最大

の理論的欠点は、 リソースの価値を評価 しうる準拠がないとい う点にあるものの、

企業のオペ レーションとそれによるリソースの蓄積を説明するのには非常に有効で

ある。 これに対 して、ポジショニングは、戦略の方向性 を示す とい う面では非常に

有効であるが、企業の動態的で主体的な役割 とリソースが企業業績に及ぼす重要性

については、あま りにも疎かに扱っているとい う問題点がある。 これらの理論的問

題に対 して、現実の企業経営における戦略策定のプロセスは自社の経営資源がある

ので、それを活用す る形であるポジションを描いている場合 もあれば、ポジシ ョン

を描いてか らそこに必要な資源を獲得 していく場合もあり、この2つ のケースが、

両立 している。 したがって、戦略の方向性 としてのポジシ ョニングと、それ を実行

日 原田氏は既存の競争戦略論は
、一時点での戦略策定、静態的な経営戦略に重点を置いてき

たため、環境変化と共に戦略間のつながりが無視されてきたといい、戦略間・時点問のつながりを

強調している。原田勉 『競争・逆転の戦略』東洋経済新報社、2000年 。
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するオペ レーションとしてのRBVの 融合を模索することが、学際的な研究において

非常に重要な課題であると言えるのである。

図表2統 合的分析視点による戦略次元の構築

外部縣 耀 髭

ポ ジシ ョニ ン グ

タ榔 環簾1'孫乞 外部環境2
励

く〉

/
外部環境3

笏撫

RBV

除 合的分析視点

、一物

<

外部

嬰 夢 ⇒⇒ 覧ン⇔繍i
/

第3は 、線形反応モデルの開発である。RBVに しろ、ポジシ ョニングに しろ、持

続的競争優位 を論 じていながらも、経営環境の変化をほとんど不変のものと仮定し

ている。例えば、RBVで は、現在競争優位を発揮 しているリソースが環境条件の変

化に対 しても、そのまま有効なのかとい う問題を説明できない。また、ポジシ ョニ

ングも、一度確立されたポジションを経営環境の変化に対して、いかに改善 ・向上

していけばいいのかに関する動態的視点を欠如 している。

本稿では、これ らの問題 を改善 し、競争優位の持続に関する企業経営の実態をよ

り現実的に反映するためには、時間的経過(内 外環境変化)を 軸にした線形反応モ

デルを提示 している。図表3は 、競争優位を持続する動態的プロセスを表 したもの

で、まず、内外環境条件の分析に基づき、企業は自社に最適な経営環境を選択 し、

自社の戦略方向性 としてポジシ ョンを設定す る(図 表3参 照)。 または、その逆と

してポジションを先に設定 し、必要資源を獲得 ・開発する場合 もある。そして、こ
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図表3外 部要因と内部要因の線形反応モデル

内部条件(業 務活動の配置)

飛躍 飛躍

1灘難
外部環境一

時問軸(内 外環塊条件の変化)

P1,P2,P3;ポ ジ シ ョ ン ●:リ ソ ー ス

の戦略方向性 との整合性 の 中で、 自社 固有 の リソースを中心 と した最適 な業務活動

の配置に よ り、一一時的競争優位 を獲i得す るこ とが で き る(P1)。

しか し、P1の 状 況 で 一 旦確 定 され た競 争 優 位 も、環境条件 の変化 、または 自社

の戦略的意図の変化 によ り、既存のポジシ ョン との不均衡 が生 じた り、またはポジ

シ ョンを維持、強化す るために、新 しい リソ0ス が必 要 とされ る。 そ こで、企業 は

内外環境要因 との不均衡 を解消す る方 向ヘ ポジシ ョンを移動す るか、新 しい リソー

ス を獲得 しなけれ ばな らない。また、それ に伴 い、業務活動の配置 も当然修正 して

いかなければな らない。っ ま り、今 までのポ ジシ ョンも、そ こで有効だ った リソー

ス も、新 しい競争環境 下でその優位性が薄れ てい くことにな り、新 しくポジシ ョン

お よび リソースを獲i得 しな けれ ば な らな くな るので ある。 この段階 で、企業 は飛躍

とい う新 しい挑戦局面に直面 し、 この局面を うま く乗 り越 える企業 は、 さらなる成

長 と競争優 位 を獲得す ることができる。 実際 に、順調 な成長 を成 し遂げてきた企 業

が、環境変化 に順応 できない とか、業界 の再編 に遅れ を とる とかの理 由で脱落す る

ケース を数多 くみ ることができる。その要因は、企業 内部のマネ ジメン ト体制 もあ
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れば、組織的な問題もあるが、根本的には、既存のポジシ ョンおよび リソースか ら

飛躍 して、新 しいポジションおよび必要 リソースの獲得にシフ トできなかったか ら

ではなかろ うか。

いずれにしろ、ポジションの移動 とそれに伴 うリソース獲得および最適配置を円

滑に行なえる企業は、再びP2の 状況で競争優位を」得 し、全体的にP1→P2→P3の

スパンで競争優位を持続す る。このような一時的均衡 と長期的不均衡へ、企業組織

を絶え間なく適応 させていく努力がなければ、持続的競争優位は実現 されない。 し

たがって、内外環境要因 と現在のポジションお よび リソースとの均衡、不均衡を素

早 くキャッチ し、迅速にその不均衡を調整できる経営システムが深 く根を下ろして

いる企業は、持続的競争優位を実現す る可能性が高い と言える。

結局、企業は生き物であり、持続的競争優位 を説明するに当たっても、短期的で

静態的な分析視点ではなく、連続的で継続的なスパンで考察 しなければならない。

しか し、今までの戦略論は、一時的で静態的な分析が多かったため、持続的競争優

位に関する動態的なプロセスの分析視点に欠けてお り、動態的なプロセスに基づ く

競争戦略の理解 と展開こそ、本稿の 目的があるのである。

∬X社 の事例研究

1中 小企業 の海外 進 出 にお ける直接販 売チ ャネル構 築が持 つ意味

絶対多数の企業が同様であるように、中小企業が海外 と何 らかの関係を持つこと

はほとん ど貿易である。つま り製品の輸出入を通じて外国企業および市場 とは じめ

て関係 を結ぶわけである。大体の場合、企業は輸出商社へ依存 し、はじめて海外 ビ

ジネスを経験する。そ して、海外の進出国に現地販売子会社(subsidiary)を 設立

し、自社販売経路の開発 と促進活動の実施を経て、最終的には現地での生産段階に

入ることになる。特に、現地販売子会社の設立は、現地市場によほどの特性(現 地

業者の民族的特性、言語修正等の特異性、市場の狭隆 さ)が ないかぎり、自己ブラ

ン ドによる自社販売 とい う長期的なマーケティングを実施する段階であ り、現地生

産のための前提 となる。 したがって、メーカーのマ0ケ ティング展開および企業の

競争戦略 とい う観点からすれば、この現地販売子会社の設立は、マーケティングを

実践 しうる経営資源のパ ッケージが完成す る段階になる7。

現地販売子会社設立の段階になると、現地でマーケティングおよび競争戦略を展

開することができるが、一方では企業はかなりの リスクとコス トを背負 うことにな
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る。特に、経営資源の制約が大きい中小企業にとって、販売子会社 とはいえ、簡単

に意思決定をくだせるものではなく1現 地での自社の競争優位性 を模索することに

なる。

企業の海外進出の可能要因について、典型的なMNCs研 究では、企業固有の経営

資源 といった切 口で、現地企業との競争で企業が生き残れる可能性を説明している。

海外直接投資を最初に体系化 したハイマー(S.H.Hymer)は 、海外直接投資を行な

う企業は主 として寡占的大企業であり、そのような寡占的大企業が海外直接投資を

行な うためには、何 らかの企業特殊的優位、すなわち寡 占的優位性を持たなければ

な らないとい う。なぜならば、海外市場においては現地企業の方が、自国の経済、

言語、法律、政治などに関する情報を入手する上で外国企業に対 して優位性を持ち、

外国企業は現地政府の対外差別、国家 リスク ・為替 リスクにもさらされるからであ

る。 したがって、外国企業が海外で事業を成功裏に営むためには、これ らの劣位性

を上回る何 らかの優位性を持たなければな らない。例えば、低 コス トの生産要素、

効率的生産に関す る知識、流通能力、製品差別化能力などである8。 また、キン ド

ルバーガー(CP.Kindleberger)は 、 これ らの寡占的優位を以下の3つ にまとめて

いる9。

① 製品 ・価格の差別化能力(製 品差別化、特別なマーケティング技術、小売価格

維持、管理価格)

② 要素市場の差別化能力(特 許技術、非公開技術、資本調達における差別化、競

争組織に組み込まれた経営者能力)

③ 規模の経済性

以上の考察か ら、本稿 と関連 して次の2っ の点を抽出することができる。第1は 、

単なる販売拠点の設営 とはいえ、中小企業が海外に直接投資を行い、現地企業との

競争で生き残れるためには、何 らかの優位性 を持たなければならない。 しか し、そ

の優位性が国内では優位であっても、実際に現地企業 との競争では優位に働 くかど

うかが分からない。特に、ほ とんどの中小企業は、商社経由の貿易、または直接貿

易 とはいえ、その経験 と財務的余力に大きな制約があるため、一体に自社の どのよ

山崎 清 ・竹 田志 郎 『テ キス トブック国 際 経 営 』(新 版)、 有 斐 閣 、1993年 、 第5章 。

S.H.Hymer著 、 宮 崎 義 一 編 訳 『多 国 籍 企 業 』 岩 波 書 店 、1979年 。

C.P.Kind/eberger著 、 小 沼敏 監 訳 『国 際 化 経 済 の論 理 』 べ りか ん 社 、1970年 。
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うな特殊性が現地企業に対 して優位性を発揮できるかは分からない場合が多い。

第2は 、既存の競争戦略理論 と関連 して、企業の海外での競争優位 はポジショニ

ングか ら生まれるのか、それ とも企業内部の リソースか ら生まれるかの問題である。

この問題は一見すると、RBVの 論者の論理により、企業特殊的優位性、つま り、 リ

ソースさえあれば、海外でも競争優位 に立っことができると理解 されかねない。 し

かし、例えばあるリソースでは優位にあるものの、他では劣位にある場合、その企

業は優位にあるリソースの有効活用だけで競争優位 を獲得することができるのか、

それ とも、劣位にあるリソースをも優位にある リソースに育てなければ競争優位 を

獲得できないのか。これ らの問題に対 して、RBVの 理論的フレームワークだけでは、

国内の中小企業が現地で競争戦略を展開するに当たって、制約的な意味 しか示唆 し

ないのである。

2X社 の海外 進 出の背景

世界の人々が公害のない化粧品を利用 し、安全で豊かな生活をサポー トするといっ

た企業理念で、1988年 に設立された 日本のX社 はー1991年 に化粧品容器の工夫によ

り防腐剤無 しでも腐 らない化粧品を完成 し、1997年 には遠赤外線 キャップによる実

用新案を取得するようになる。ほとんどの化粧品が水分 とその他の油成分を混合す

るために、界面活性剤 を使用 した り、または成分の腐敗を防ぐために防腐剤 を使用

した りしている。 しか し、これ らは、人体に有害な成分であることは間違いなく、

その多くが旧厚生省の指定表示成分 として分類 されている。X社 はこ うした有害成

分を一切使 わない、いわゆる安全な化粧品に着 目し、独特のビンの工夫により防腐

剤を一切使わなくても、腐敗 しない化粧品を完成するようになったのである。

1991年 にはマ レーシアに処女輸出 したことが、はじめての海外展開だったが、そ

の後、経営方針のすれ違いによ り中断され、それ以降、海外展開はほとんど進展の

ないままだった。 しかし、2003年 に韓国の輸入化粧品専門会社からの引き合いがあ

り、貿易仲介企業の仲介下で韓国にX社 化粧品を輸出 しはじめたことがきっかけと

な り、長年の夢だった海外展開を本格的に再度推進することになった。

特に、今 日あらゆる生活分野において、「環境」、 「自然」、「安全」が大きなテー

マとなっている状況を考慮すれば、X社 の企業理念と製品コンセプ トは、時代的二・.

ズを先取 りした、優れた製品であ り、今後、大きく成長する潜在的可能性を潜めて

いるとい う自信感の元で、貿易ではなく、直接販売拠点の設立による海外拡大を具

体的に計画するようになったのである。また、相手国の輸入商社 との貿易は、 リス
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クお よび コス トがかか らない とい うメ リッ トは あるが、X社 の企 業理 念 お よび 本 来

の製 品 コンセプ トが全 くコン トロール できない とか、統一 したブ ラン ド・イメー ジ

の構築 が期待 できない とい う判断か ら、海外直接投資に よる現地販売法人を構想す

るよ うになった。そ して、最終 的には世界 にX社 の販 売 法 人 を設 立す る とい った遠

大な計画 を立てるよ うになったのである。

3全 体 的な構 想

前述 したように、X社 は、現在のような現地輸入商社 との貿易では、世界的なブ

ラン ドの構築ができないと判断 し、海外販売子会社の展開による世界的な化粧品メー

カーとしてのポジションを構築するといった計画の元で、海外進出を構想 している。

しか し、規模の小 さい中小企業であ り、貿易 ノウハ ウもほとん どなく、人材育成、

海外 ノウハ ウなど、海外展開を実行 しうる経営資源 といった面ではほとんど期待で

きるものがない状況である。こうした事情もあ り、海外直接進出の高い リスクか ら

国内事業をヘ ッジングするための異例の方針を計画 しなければならないようになっ

た。それは、海外販売子会社 を国内事業と完全に切 り離す構想である。

具体的には、すでに貿易関係にある韓国に対 して、100%投 資の現地販売法人を設

立し、現地法人の事業が軌道に乗るにつれて、新 しい持株会社を作るとい う計画で

ある。そ して、この持株会社に対 して、海外連結子会社の関係を持たないために、

法律上最小限の出資額限度に留めるとい う計画を持っている。 こうすることにより、

もし、海外事業が失敗 しても、その しわ寄せが国内事業に波及 し、国内事業 自体の

経営安全性 も危 うくするとい う最悪の事態は避けたいとい う狙いがあるのである。

一方
、韓国にスター トした販売法人はX社 の 日本本社 と新 しく設立された持株会

社の資本構成に変更する。そ して、第3国 に進出する際には、スピンアウト(spin-

out)の 形 で、現地法人 と持株会社、X社 の 日本本社か ら出資額を割 り当て進出す

ることにしている。例 えば、台湾の現地販売法人に関 しては、X社 の韓国法人が40

%、持株会社が50%、 そ して 日本本社が10%を 出資するとい う具合である。もちろん、

この構想はあくまでも計画の段階であり、その実行においてかな りの変更を迫 られ

ると思われるが、海外現地法人の設営を考えている企業にとっては、その統制機能

をどのような形でお くかに関する問題はあるものの、一般的にあ り得る進出パター

ンだ と言える。

具体的な進出方案は、先にアジア市場(韓 国、台湾、香港、中国など)に 対 して、

日本国内で現地人を雇用 し、徹底 した教育と同時に初期に市場を開拓(現 地国語に
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よるイ ンターネ ッ トのシ ョッピングモール構築 、潜在的 な取 引先 の開拓)す る。 そ

して、 文化 お よび 地理 的 に近いアジアで海外展開の ノウハ ウを蓄積 し、徐 々にア メ

リカ市場 とヨ0ロ ッパ 市 場 へ拡 大 して い く とい う計画 を立てている。

4現 地 販 売 法 人 の 戦 略 展 開 に お け る 必 要 条 件

とはいえ、X社 が 、海 外 直 接 投 資 に よ る現 地 法人 を設立す る といった計画 を立て

て も、そ こには数多 くの難問がある。 日本 国内では公害 のない化粧 品 として、天然

化粧品の一ポジシ ョンを獲得 しているものの、そのポジシ ョンが確 固た るものでは

な く、企業規模 も小 さいゆえに、今後海外展 開のためには多大なマーケテ ィング努

力が必要になってい る。

X社 が海 外展 開 の た め に獲 得 して い る条件 と今後必要 な条件 を概略す る と、次の

よ うなものがある。まず 、特許 といった差別的 な製 品、ユニー クな経営理念 、そ し

て高い従業員 の ロイヤルテ ィお よびテ レマー ケテ ィングのノウハ ウな どであ る。 し

か し、貿易および海外事業 に関す るノ ウハ ウの蓄積 がほ とん どな く、現地で どの よ

うにマ..._ケテ ィン グ を展 開すれ ば いい の か 、そ の確 固たる戦略 も未 だにない状況で

ある。 また、 日本では通信販売(ほ とん どがテ レマ ー ケテ ィ ン グ とイ ンタ._._ネッ ト

に よる販 売)を 主 に して い るが 、現 地 国 で どの ようなチャネルで販売すればいいの

か、また世界的 に統一 した販売形態 は何か、 といった戦略的な問題 は今後の課題 と

して残 っている。 しか も国際的事業 を管理 できるノウハ ウや組織 的な面での ノウハ

ウもな く、マネ ジメン トシステムや、海外展 開を実行 しうる人材 もほ とん ど揃 って

いない状態 である。

このよ うな状況で、人材 をいかに確保 し、現地 に相応 しいマ,__._ケテ ィ ン グ戦 略 お

よび競 争 戦 略 を展 開 していけるのか、また、現地国の労務関係 、法律、規制 、会計

制度 、お客様 の二〇 ズな ど、現地情報不足 の問題 をいかに解消 し うるかが、X社 に

とって 大 き な課題 とな る。 しか し、X社 は 、 この点 につ いて 充分 に理 解 してお り、

そ こに必要な リソース を段階的なプ ロセス を経 て構 築 してい くとい う計画 を立てて

い る。

皿X社 の海外進出構想における競争戦略への示唆

まず 、図表4を 参 照 しな が ら、X社 の海 外 展 開 の構 想 を詳 細 に 見 てみ よ う。第1

に、海 外 市 場 で のポ ジ シ ョン(X社 の位 置づ け)を 先 に念頭 にお い て 、 そ こに必 要
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な リソースを網羅 している。このことは、現在の資源 と業務活動の最適配置に重点

を置いている静態的なポジシ ョン分析では、将来企業成長のために必要な リソース

獲得 と、企業成長の動態的側面を説明するのにかなりの制約があることを物語って

いる。

図表4X社 の海外展開におけるポジションおよび リソース獲得の構想
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第2に 、ある時点になり、一定のポジシ ョンお よび リソースを獲得す ると、次の

段階に向けて企業システム全体を飛躍 させ る構想を している。つま り、現在の均衡

と将来の不均衡を継続的に解消することを繰 り返す ことにより、成長 を成 し遂げて

いくとい うことを描いているのである。以下では、X社 の構想か ら競争戦略理論に

示唆するところを抽出 してみよう。

1企 業 成長の原動 力は一時点 か ら次 の時点への飛躍

図表4で も分かるよ うに、既存の リソースの最適活用だけでは、企業成長は限界

にぶつかる。つま り、さらなる成長を果たすためには、企業の描いているポジシ ョ

ンと現状の リソースとのギャップを埋められ る新 しい リソースが必要となるわけで

ある。X社 の事例からすれば、最初は公害のない化粧品を作 り、化粧品公害を無 く

す とい うモ ッ トで安全な化粧品に着 目するようになった。そ して、こうした化粧品

事業への参入は、参入後のポジション、つまり、天然化粧品といった製品市場でニッ

チ ・マーケッ トを形成 し、そこで事業活動を行な うことになる。 しか し、このポジ

ションは、すでに必要な リソースがあったからこそ可能になったわけではなく、 し

かも、ポジシ ョンと業務活動 との整合性だけで可能になったわけでもない。X社 が

公害のない化粧品、安全な化粧品の製造販売を行な うためには、新 しい製品技術 と、

それを流通す るためのチャネル といった新 しい リソースが必要 となった。 さらに、

人材育成 と公害のない化粧品といった経営理念を実現できる高い従業員のロイヤル

ティを獲i得したからこそ、現在の市場ポジションを獲得することができたのである。

っま り、現状 との不均衡こそ、新 しいポジションの獲得を可能 としたわけである。

次に、X社 がアジア市場への進出を模索 した時、最初は韓国か らの引き合いによ

り、アジア市場への進出を具体的に検討するようになった。海外企業 との貿易は考

えていたものの、貿易のノウハ ウやそれを担当できる人材が不足 している状態で、

韓国の輸入業者か らの引き合いがあ り、韓国にX社 製品を輸出するようになった。

この段階で 日本国内生産 とい うコス ト的な要素 と韓国での輸入関税および流通マー

ジンなどを考慮 した場合、 日本国内よりもはるかに高い価格で韓国の輸入業者は韓

国国内での販売価格 を設定 し、高価格製品として販売するようになる。 もちろん貿

易取引のため、X社 は製品の販売方法や価格設定などにおいて、何の戦略的意図を

韓国輸入業者 に貫徹することはできなく、輸入者の注文により、製品のみを船積み

する典型的な初期の海外展開の道 を歩むようになったのである。

しか し、X社 は韓国か らの引き合いをきっかけに国際事業展開を具体化するため
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の戦略 を構想 す るよ うにな り、第3の 企 業 との貿 易 で は な く、 自社 の現地法人 を設

立 し、X社 の追 及 す る商 品 ブ ラ ン ドの構 築や販売チ ャネル を構想す ることになる。

そ こで、X社 は 、 あ くまで も無店 舗 販 売 に よる流通マー ジンの削減 を通 じて価格 の

引き下げ と中間所得層 にも支持 を得 ることによ り、 よ り広範 囲の顧客 をター ゲ ッ ト

に設定 しよ うとしてい る。

一方
、X社 が 自社 直接 の販 売 チ ャネ ル を海 外 に設 立 し、海外で も公害のない化粧

品 として市場 ポジシ ョンを獲i得す るた め には 、今 ま での リソー スでは到底対応 でき

ない ことを察知 し、新 しく獲得すべき リソース と企業能力 の検討 に入 る。それは、

貿易 ノ ウハ ウ、海外 展開を構想 し、実行 し うる人材、イ ンターネ ッ ト販売お よび通

信販売 のノ ウハ ウな どであ る。 これ らの リソース はX社 の 日本 国 内 で の販 売 実 績 を

通 じて 、全 くない とは言 えない ものの、事情 が異 なる海外で果た して通用す るかは

未知数であ り、そのため、 内部蓄積が可能 な もの と外部 か ら調達すべ きものを区別

して、 リソース獲得 を模索 してい る。 現在 、X社 は 、 ま さに リソー ス獲 得 の段階 に

あ り、海外で新 しいポジシ ョンを構 築す るに当た って、必要な リソース とノウハ ウ

を構築 す るための準備 に入 っているわ けである(図 表4の ポ ジシ ョン2の 段 階)。

最後 にポ ジ シ ョン3の 段 階 に な る と、X社 は天 然化 粧 品 とい う市 場 ポ ジ シ ョンで、

公 害のない化粧 品 として世界的 に統一 したブラン ド ・イ メージを構築 し、当該製 品

市場で確固た る市場ポ ジシ ョンを構 築す る とい う目標 を立ててい る。 しか し、 ここ

で必要 な リソースは、上記 と同様 に現地適用力 、多 国籍展 開のノ ウハ ウな ど、新 し

く獲得すべき リソースが山積み してお り、現在 の内部条件 か らさらなる飛躍 が必要

であるこ とを 自覚 している。

以上で見たよ うに、企業成長力 の原動力は、ポジシ ョニングでい う現在の条件 に

お ける リソー スお よび業務活動 の最適配置だけでは不十分で、新 しいポ ジシ ョンを

可能 とす る リソースの獲得 によ り実現 され るものである。つま り、ポジシ ョンは将

来の方 向性 を明確 に し、進むべ き道 を示唆す るのに非常 に有効 であるが、それ を具

現化す るためには、意図的に不均衡 を創造 し、必要 リソースを獲得 しなけれ ばな ら

ない とい う点 を見落 としている。また、個々の時点 にお けるポジシ ョンか ら次の時

点ヘポジシ ョンを拡大、変更す るた めには、 リソー スお よび 内部管理体制な どにお

ける飛躍が必要 であ り、 この飛躍が可能 な企 業 こそ、継続的 な成長 を達成 し、新 し

い経営環境 で も競争優位 を獲得す ることができ ると言える。
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2個 々の時点 にお ける方 向性 は市場 ポ ジシ ョニ ング

RBVの 最大の理論的限界が企業戦略の方向性 を示 さない とい う点 と、価値のある

リソースを決定す る要因を外部環境要因に委ねているとい う点である。それで、方

向性 としてのポジショニングとそれを実行するオペ レーションとしてRBVの 融合を

強調 してきたわけである。X社 は、海外 とい う新 しい経営環境に直面 し、内外環境

要因の分析に基づき、 自社の長期 ビジョンを描ける相対的位置を確認 し、それを可

能 とす るための リソースを模索 している。つま り、どの競争ポジションに自社を位

置づけるか、そ して、それは可能なのか、 といった競争要因分析に基づき、参入の

方向性および将来のあり方を1っ のターゲ ットとして設定 しているのである。

この点は、RBV論 者がい う長期 ビジ ョン'oかもしれないが、その長期 ビジョンこ

そ、市場での自社の位置づけを具体化するものであ り、市場ポジションに他な らな

いのである。また、こうした長期的な市場ポジションを明確に打ち出すことにより、

いかなるリソースが必要なのかも明 らかにされ るはずである。 したがって、現実の

企業経営におけるポジションは自社の方向性を示唆するといった意味においては非

常に有効であ り、方向性 としてのポジシ ョンの重要 さを再度認識 しなければな らな

い 。

3ポ ジシ ョンを飛躍す るため には企業 固有の リソースの蓄積 が前提

前述 したよ うに、一度確定されたポジションがそのまま永遠に競争優位 を持続す

ることはあ り得ない。つま り、持続的な改善と向上を図 らなければならないが、ポ

ジシ ョンの持続には企業固有の リソースが必然的に必要 となるわけである。X社 の

事例か らすれば、構想の段階ではあるものの、国内か らアジア市場へ、さらに多国

籍展開を図るために必要な リソースを網羅 し、その獲得および内部蓄積を念頭に、

現地国の人材獲得および教育か らE一マーケテ ィングに必要なシステム構築やノウ

ハ ウの蓄積まで多様なリソースの構築 を計画 している。 このことは、静態的で現状

維持的なポジショニング論理では、企業成長の背景にある原動力に関する説明がで

きなく、また、一度確立 されたポジシ ョンを改善、向上するためには、企業内部の

リソース獲得が必ず必要であることを見せているのである。

結局、競争環境要因分析 と、自社にとっての最適な市場セグメンテーシ ョンでの

集中を理論的骨子 とするポジシ ョニングは、環境要因が変化するにつれて、 自社の

°C
.K.PrahaladandG.Hamel,"StrategicIntent,"HarvardBusinessReview,May-June,19$9.
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ポジションをいかに改善 し、向上すべきに関す る連続的な分析視点を欠如 している

ため、一時点での競争優位を結果論で体系化 したものにすぎないとい う問題点を露

呈 している。 また、RBVに おいても現在獲得 しているリソースと、今後競争優位 を

持続するために必要な リソースをいかに見極め、構築す るかに関する議論ができな

いのは、やはり外部環境要因の変化に対 して、連続的な分析視点を欠如 しているか

らに他ならない。 この点こそ、ポジションもRBVも 共に持っている静態的で一時点

での分析視点の限界である。

本稿で考察 しているように、企業は内外環境要因の持続的変化に直面 しながら、

将来の市場での位置づけおよびそのために必要なリソースを絶えず調達、供給 しな

ければ、競争優位 はともかく、存続す ら危 うくなる。 このことは、企業が持続的競

争優位を獲得するためには、環境要因の変化 と共に持続的に新 しいポジシ ョンを構

築 し、それに必要なリソースを獲得 しなければならない とい うことであ り、これ こ

そ、現実の企業経営において競争戦略を策定する際の最重要な指針 となると言える

のではなかろ うか。

4競 争優位 はポ ジシ ョンとそ の構築 を可能 とす る企業 リソースの融合

企業の成長はポジシ ョニングでい うように、内部条件をそのポジションに向けて

最適配置す ることによって実現 されるものではなく、ポジシ ョンを実現可能 とす る

企業の リソース構築がなければならない。

X社 の事例か らすれば、X社 の海外進出の構想が実現 され、公害のない化粧品と

しての市場ポジションを海外でも獲得できるか どうかは、まだ未知数であるが、少

なくても企業の競争戦略の策定において、現在のポジションを改善 ・向上するため

には、企業内部の リソ,__.スの開発を常に念頭 におき、戦略を策定 しなければならな

いことを確認することができる。

ただ し、ここで浮き彫 りにされる問題は、企業のポジシ ョンが リソースを決定す

るのか、それ ともリソースがポジションを決定するのか、とい う問題である。つま

り、企業の最適な参入ポイン トであるポジションを確固たるものにするために リソー

スが必要なのか、それ とも企業の持っているリソースがポジションを決定す るかの

問題である。そもそ もポジシ ョニングが企業間競争で示唆 している最大の要は、全

ての企業が売上、または市場シェアにおいて第1の 位置を占める必要がない とい う

ことである。そ して、それぞれのセグメンテーシ ョンで最適な利益を獲得できる企

業体質、言い換えれば、互いに異なる競争次元で戦 うことこそが、無限大の模倣の
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悪循環から企業の利益率を守 り、共存ができるとい うものである。

しか し、企業は内外条件の中で、最適なポジションを企業の戦略的意図により決

定するものであり、単に外部の競争要因分析のみで企業があるセ グメンテーション

に参入を決定することはない。 したがって、企業のポジションは戦略的意図により

決められるものであると言えるのである。X社 の事例からすれば、 日本国内におけ

る製品開発のモ ットが公害のない化粧品の製造販売に参入するきっかけとな り、そ

れが結果的にX社 の市場ポジシ ョンを天然化粧品市場 といったセグメンテーション

で集中する結果 となったのである。そ して、このポジションを確固たるものにする

ために、開発 した製品にフィッ トするマーケティングを展開 し、それが結果論的に

天然化粧品市場における中価市場でローカルなポジションを獲得するようになった。

しか し、このポジションを可能にしたのは、他ならぬX社 が持っている企業理念お

よび従業員の高いのロイヤルティ、そ して差別的な製品であり、決 して外部環境条

件が全ての制約条件ではなかったのである。

もちろん、海外展開の場合、日本国内で位置 している市場ポジションがあるため、

その市場に集中する戦略を持って、海外進出を構想 しているが、上記で見たように、

それを実現可能 とすることは、ポジション内における既存 リソースの最適な活用で

はなく、ポジシ ョンを構築するためのリソースの獲得、または蓄積である。以上の

ように、企業の競争優位 と成長は明確な市場ポジションとそれを持続可能 とするリ

ソースの開発 と蓄積によって可能になると言えるのである。

5持 続 的競争優位 は時点 間の飛躍

ポジシ ョニングお よびRBVは 企業の競争次元を暗黙の内に一時点に限定している

とい う問題があると述べた。 しか し、中小企業からスタ0ト し、大企業になった多

くの企業を見れば分かるように、創業時に有効だった リソースや市場でのポジショ

ンが永続す ることはほとん どない と言える。例 えば、大型機 に特化 していたIBM、

半導体のメモ リ事業におけるアメリカ、 日本企業の衰退などを見ると、一時点での

競争戦略が継続することはなく、しかも、一度確定 されたポジションや企業の リソー

スが永続的に優位性を発揮することもない と考 えなければならない。つま り、それ

ぞれの競争次元でのつなが り、または企業が直面している条件下で、次のステ ップ

に飛躍できる能力があるか どうかで、企業の持続的競争優位は決まってくるのであ

る。 このことをr本 稿では飛躍 として表 している。

現在直面 しているポジションお よび リソースの中で、企業は次のステップに飛躍
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しなければ、現在のポジシ ョンも守れな く、衰退の道を歩むことになる。 しかし、

こうした個々の時点間の飛躍を円滑に移行できる企業は、さらなる成長を成 し遂げ

ることができる。X社 は自社の戦略展開に必要なリソースを把握 し、しかもそこで

のポジションを描きながら、今までとは異なるリソースおよびポジションの向上を

模索 している。また、現在のポジションおよび リソース、そ して次のステップにつ

なげるために必要なポジションとそれを可能 とするリソースを明らかに し、その獲

得および最適活用の体制に備 えようと構想 している。

以上のように、ポジションさえ構築すれば、企業の競争優位が永続す るとい う論

理も、 リソースさえあれば、持続的競争優位 を維持することができるといった論理

も現実の企業経営には一時的な時点での意味 しか持たない。現在有効な リソースを

次のステ ップに飛躍 させ うる能力、現在のポジシ ョンを次の段階でのポジション構

築に活用できる能力 と飛躍 こそが、持続的競争優位を達成するための重要な課題な

のである。 したがって、一時点間の競争優位を円滑につなげられ るタイ ミングと戦

略的意図、そ して企業のマネジメン トシステムこそ、持続的競争優位を可能 とする

重要な要素である言える。

おわ りに

本稿では、現実の企業経営における競争戦略は、ポジショニングとRBVの 統合的

な視点で構想 ・展開されてお り、戦略理論に関する学際的な研究においても、両理

論の統合的な分析手法が求め られることを提示 した。そ して、企業の持続的競争優

位 に関する今 日の理論が、静態的で一時的な競争優位を説明するものにすぎなく、

烈 しい変化の時代には時点間のっなが りと一時点から次の時点への飛躍が重要であ

ることを述べてきた。特に、一度獲得したポジシ ョンもリソースも内外環境要因の

変化により陳腐化 され、持続的競争優位を獲得するためには、絶えず自社のポジショ

ンとリソースを飛躍 していくことが必要であると考えている。

しか し、本稿は、企業が一時点で競争優位を獲得するプロセスに関しては、既存

のポジショニングおよびRBVの 手法に頼ってお り、 リソースとポジションとの融合

性の中で、いかに一時点で競争優位を獲得 していくのかに関する解明までには及ん

でいない。 この点は今後の研究課題 として取 り組み、ポジショニングとRBVの 統合

的な視点に基づき、競争優位獲得のプロセスに関して、さらに理論的精緻化を図っ

ていきたい。
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